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The Classifi cation based on the Improvement of Nonverbal Behavior skills through 
Elementary School Teacher Training Curriculums
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The purpose of this experiment was to investigate the classifi cation based on the improvement of 
nonverbal behavior skills through elementary school teacher training curriculums. For this purpose, we 
selected 30 elementary school teacher training curriculums which are necessary conditions for becoming 
teachers. Twenty university students were asked to evaluate each curriculum based on the effect of 
improving teacher’s nonverbal behaviors. The results showed (1) elementary school teacher training 
curriculums can improve university student’s nonverbal behaviors , (2) fi ve clusters was extracted on the 
basis of improvement on nonverbal behaviors through elementary school teacher training curriculums, 
and (3) each cluster has the characteristic of the improvement rating. On the basis of the results of this 
study, we discussed the problems of the future of the elementary school teacher training curriculum’s 
studies for improving nonverbal behaviors.
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問題と目的
　

　教育現場では，学習意欲の低下やいじめなど様々な

重要な問題が山積している。そのため，教師に期待さ

れる役割もますます大きくなってきている。このよう

な現状を踏まえ，古屋・懸川（2010）は，教育現場に

おいて魅力ある優れた教員の確保および実践的指導力

をもった教員の養成が急務であると指摘している。従

来，教員の力量は，養成・採用・研修の各段階を通し

て発展的に形成されるものであった。しかし，中央教

育審議会（2006）は，質の高い教員養成に向けた検討

の中で，既存の教職課程，特に学部段階の教員養成教

育の改善・充実を図ることが重要と指摘している。す

なわち，質の高い教員養成に向け改めて大学教育やカ

リキュラムのあり方が問われることになるだろう。

　我が国において，教員免許状の取得が，教師になる

ための必須条件である。教員免許状の取得には，大学

等で教職課程を履修し，教員養成教育を受けなければ

ならない（杉山，2006）。木下（2003）は，教員養成

において，教育活動を支援し，援助するために，トレー

ニングコースの開発や実践が緊急に必要なものだと指

摘している。近年，教員養成課程を担う大学では，力

量形成を念頭におき，養成課程での実践的な体験を伴

うカリキュラム開発や評価がなされている（有吉・梶

原，2002；有吉，2009）。一方，神山・栗原・高橋・

井上・林・鈴木・山内・朝倉・伊藤・植田・木原・木村・

松本・山崎・中村・小林・谷本・若松（2005）は，大

学の講義において学ぶ理論知が間接的には実践的指導

力に寄与すること，大学の教職専門科目や教科専門科

目で学ぶ理論知の重要性を指摘している。つまり，教
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員養成課程において含まれている様々なカリキュラム

は，総合的に教員の力量形成に関係するものであろう。

　教員の力量は，授業，生徒指導，学級経営など多岐

に渡るものから構成されている。生田（1987）は，教

員の力量が指導案作成，授業実施，自分の授業の自己

評価，他人の授業の観察・分析から構成されるとして

いる。一方，北尾・速水（1985）は，実際の授業中に

おける教授行動の重要性を踏まえ，適当な間合いを

取って話すや発言の内容が具体的である等の授業中の

教授行動に関する項目を教員の力量として検討を行っ

ている。三橋・山崎（2003）は，教員の力量として，

実際に授業を行う力すなわち授業実践力を重視してい

る。また，生田（2004）によれば，授業の善し悪しは，

教師の教授行動と密接に関連している。このようなこ

とから，授業の実践力すなわち教授行動は，教師にとっ

て最も重要な力量となろう。

　教授行動において，教師は非言語的行動を巧みに

活用することも求められる。これまで教師の非言語

的行動は，生徒が教師や課題に対して抱く印象に影

響を及ぼすことが明らかにされてきた（Richmond 
& McCroskey, 2003）。 ま た，McCroskey, Richmond, & 
McCroskey（2006）は効率的な指導が教師の適切な非

言語的行動に基づくものであると指摘している。こ

のような理由から，教師の非言語的行動スキルは教

員の力量として必要不可欠のものであろう。しかし，

Babad（2005) は，実際の研究データに基づいた教師の

非言語的行動のトレーニングが遅れていることを指摘

している。言い換えれば，教員の力量に付する非言語

的行動スキルの向上に関する資料の蓄積がこれまで以

上に重要になると考えられる。そのためには，まず既

存の初等教員養成カリキュラムと授業中に教師が活用

する非言語的な指導技能との関係を初等教員養成課程

に所属する学生がどのようにとらえているかという点

から検討する必要があるだろう。

　そこで，本研究では，初等教員養成課程において教

員免許状取得に必要なカリキュラムを対象に，カリ

キュラムと非言語的行動スキルの向上との関連および

非言語的行動スキルの向上に基づいたカリキュラムの

分類を探索的に行うことを目的とする。

方法

　調査参加者　同一大学の初等教員養成課程を履修し

た経験を有する大学 4 年生および大学院生 20 名（男

女各 10 名）。

　調査対象としたカリキュラム　教職課程は，「教科

に関する科目」と「教職に関する科目」の 2 つの科目

群から成り立っている（杉山，2006）。教育職員免許

状法第 5 条別表第一には，免許種ごとの修得単位数の

総枠が規定されている（Table 1）。

Table 1　免許状に必要な修得単位数

　さらに，それぞれの科目群について具体的な科目や

単位数が教育職員免許状法施行規則に詳細に規定され

ている。そして，各大学では，教員免許状を取得する

ために履修すべき科目と単位を含む講義が開講されて

いる。本研究では，「教科に関する科目」における必

修科目および「教職に関する科目」における選択必修

科目の 30 講義を選定した。調査大学の講義名と教育

職員免許状法施行規則との対応関係を Table 2 に示し

た。

　教師の非言語的行動スキル　本研究では，McCroskey, 
Richmond, Sallinen, Fayer, & Barraclough (1995) を参考に

非言語的行動スキルとして表情，ジェスチャー，姿勢，

声のトーン，机間巡視，視線を選定した。

　質問紙　あなたが教師として授業を行う際に使用す

る表情，ジェスチャー，姿勢，声のトーン，机間巡視，

視線といった非言語的行動スキルが各講義を受講した

ことでどの程度向上したと思うかを 5 段階評定で求め

た。

結果

　非言語的行動スキルの向上評定に基づく分類　初等

教員養成課程において教員免許状取得に必要な各講義

の非言語的行動スキルの向上評定得点に対してユー

クリッド距離の平方を求めクラスター分析（ward 法）

によって非言語的行動スキルの向上に基づくカリキュ

ラムの分類を行った（Cophen’s r ＝ .62）。その結果，

解釈のしやすさから 5 クラスター解を採用した（Figure 
1）。



     科目の区分
対象大学における

講義名

教
職
に
関
す
る
科
目

第二欄
教育の意識などに関す

る科目

教職の意義及び教員の役割

教職入門教員の職務内容（研修，服務及び身分保障等を含む。）

進路選択に資する各種の機会の提供等

第三欄
教育の基礎理論に関す

る科目

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 教育の思想と原理

幼児，児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程（障
害のある幼児，児童及び生徒の心身の発達及び学習の
過程を含む。）

児童・青年期発達論

教育に関する社会的，制度的又は経営的事項 教育と社会・制度

第四欄

教育課程及び指導法に
関する科目

各教科の指導法

国語 初等国語科教育法１

社会 初等社会科教育法１

算数 算数科教育法１

理科 初等理科教育法１

生活 生活科教育法１

音楽 初等音楽科教育法１

図画工作 図画工作科教育法１

体育 初等体育科教育法１

家庭 初等家庭科教育法１

道徳の指導法 道徳教育指導法

特別活動の指導法 特別活動指導法

生徒指導・教育相談及
び進路相談等に関する

科目

生徒指導の理論及び方法
進路指導の理論及び方法

生徒・進路指導論

教育相談（カウンセリングに関する
基礎的な知識を含む。）の理論及び方法

教育相談

第五欄 総合演習 総合演習

第六欄 教育実習
教育実習指導Ａ

小学校教育実習１

教
科
に
関
す
る
科
目

国語（書写を含む。） 初等国語

社会 初等社会

算数 算数

理科 初等理科

生活 生活

音楽 初等音楽

図画工作 図画工作

家庭 初等家庭

体育 初等体育

Table 2　調査大学の講義名と教育職員免許状法施行規則との対応関係

Figure 1　初等教員養成カリキュラムの非言語的行動スキルの向上に基づく分類定
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　各クラスターの特徴　5 クラスターごとに非言語的

行動スキルの向上評定の平均値と標準偏差を Table 3
に示した。

Table 3　各クラスターの非言語的行動スキル

　次に，5 クラスターごとに非言語的行動スキルの向

上評定の平均値を Figure 2 に図示した。

Figure 2　各クラスターの非言語的行動スキル評定

　この Figure 2 からわかるように，非言語的行動スキ

ルの向上が高く評定されるクラスター群と低く評定さ

れるクラスター群が存在していた。また，評定得点が

近似であっても講義の特性によって異なるクラスター

群に整理されることも示された。

　各クラスターに含まれる講義と非言語的行動スキル

の向上評定の特徴として，第 1 クラスターは，最も非

言語的行動スキルが向上する講義群と評定され，教職

に関する科目の第六欄の教育実習の中でも長期間行わ

れる小学校教育実習Ⅰと第四欄の中でも実技実践と関

係すると思われる講義が含まれていた。そのため，代

表する講義の特徴として，実践体験を踏まえた講義で

あることが示された。第 2 クラスターは，非言語的行

動スキルの向上が最も低い講義群と評定され，教職に

関する科目の第二欄や第三欄の講義および教科に関す

る科目の講義が含まれていた。これらの代表される講

義の特徴として，教職の意義や基礎理論などの理論知

を深める原理的な講義であることが示された。第 3 ク

ラスターは，非言語的行動スキルが向上する講義群と

評定され，教職に関する科目の第五欄の総合的な演習

および第六欄の教育実習の中でも授業観察などを行う

教育実習指導 A が含まれていた。そのため，代表さ

れる講義の特徴として，短期的な実践体験を踏まえた

講義であることが示された。第 4 クラスターは，非言

語的行動スキルの向上にあまり強くは関係しない講義

群と評定され，教職に関する科目の第四欄の講義が含

まれていた。そのため，代表される講義の特徴として

各教科の指導法や生徒指導を踏まえた講義であること

が示された。最後に，第 5 クラスターは，第 4 クラス

ターと同様に非言語的行動スキルの向上にあまり強く

は関係しない講義群と評定され，教職に関する科目の

第四欄の講義および教科に関する科目の講義が含まれ

ていた。そのため，代表される講義の特徴として体育

や音楽などの副教科の指導を深める講義であることが

示された。

考察

　まず，各クラスターの非言語的行動スキルの向上評

定について考察する。本研究において，非言語的行動

スキルの向上に寄与したクラスターとそうではないク

ラスターが存在した。このことは，非言語的行動スキ

ルの育成において，特有の要素が必要であることが示

唆された。また，向上の程度に差異が生じることも明

らかにされた。

　次に，各クラスターに含まれる講義の特徴を踏まえ

て考察する。非言語的行動スキルの向上評定に基づき

講義を分類した結果，各クラスターに含まれる講義の

内容には実践的な体験の程度および主要 4 科目と副教

科といった教科の特徴がみられ代表的な講義を特定す

ることができた。このことは，大学で開講されている

講義の内容が非言語的行動スキルの向上という観点か

ら整理できることを示している。

　一方，教育実習の経験は，教授行動の向上に重要な

役割を果たすことが示されてきた（溝上，2006）。こ

のことを踏まえると，教育実習が含まれたクラスター

において，実践的な体験を踏まえた講義であっても大

学内で行われる講義が含まれたことは興味深いことで

ある。すなわち，神山他（2005）が理論知の重要を指

摘するように，非言語的行動スキルの向上にも教職科

目が関与することが示唆された。しかし，講義を担当

した教員の資質が関与した可能性も考えられる。その

ため，今後，各講義に設けられている各時間の講義内

容を精査して検討を行うことも必要となろう。

　本研究は，教員の力量として非言語的行動スキルに

焦点を置き検討を行った。しかし，非言語的行動スキ

ル以外にも実際の授業実践において求められる要素は

数多く存在するだろう。今後，非言語的行動スキルだ

けでなく，授業実践に必要なその他の要素を踏まえ検

討を行うことも必要となる。また，黒崎（2001）によ



－ 19 －

れば，教育実習は，教育理論と実践の統合を図り，実

践的指導力を養うものである。すなわち，教育実習を

受講する前段階の教育理論の習得の程度が，本研究の

結果に影響を及ぼしたことも考えられる。そして，教

育実習以外の講義に関しても，初等教員養成課程にお

いて設けられている講義の数々が相互および段階的に

影響していると考えられる。そのため，今後はより各

学年度および各講義内容を精査して検討を行うことが

求められる。
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